
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

29,929,972 18,000 0 29,947,972

42,156,028 0 0 42,156,028

72,086,000 18,000 0 72,104,000

72,086,000 18,000 0 72,104,000

当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

29,947,972 29,947,972 0 ―

42,156,028 42,156,028 0 ―

72,104,000 72,104,000 0 ―

72,104,000 72,104,000 0 0

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

251,790 251,786 4

251,790 251,786 4

251,790 251,786 4

金  額

29,947,972

29,947,972

29,947,972

内  容

  第245回　利付国債(10年)

合　　計

科　目

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

小　　計

小　　計

合　　計

その他固定資産

  什器備品

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

  投資有価証券

  定期預金

小　　計

合　　計

小　　計

合　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産

科　目

基本財産

  投資有価証券

  定期預金

（３）引当金の計上基準

　　　　退職給付引当金･･･職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事

（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産･･･旧定額法による減価償却を実施している。

（単位：円）

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　　業年度末において発生していると認められる額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

　　　　税込方式を採用している。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　満期保有目的の債権･･･償却原価法(定額法)を採用している。

財務諸表に対する注記



金  額

297,344

297,344

297,344

小　　計

合　　計

  基本財産受取利息

 

経常収益への振替額

内  容



区分 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

基本財産 29,929,972 18,000 0 29,947,972

42,156,028 0 0 42,156,028

72,086,000 18,000 0 72,104,000

その他固定資産 2,521 0 2,517 4

220,000 0 0 220,000

222,521 0 2,517 220,004

目的使用 その他

2,470,000 679,820 0 0 3,149,820

資産の種類

投資有価証券

２．引当金の明細

（単位：円）

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

退職給付引当金

什器備品

敷金

その他固定資産計

定期預金

基本財産計

附　属　明　細　書

１．重要な固定資産の明細

（単位：円）


